
（令和5年3月16日制定）

　目次

 総則（第１条）

 会員（第２条～第８条）

 事業（第９条～第１６条）

 掛金及び会計（第１７条、第１８条）

 運営委員会（第１９条～第２１条）

 雑則（第２２条～第２７条）

　　　第１章　総則

（趣旨）

第１条　この規程は、一般財団法人山口県教職員互助会定款（昭和４６年４月１日制定。以下「定款」

　という。）第４条及び一般財団法人山口県教職員互助会運営規則（昭和４６年４月１日制定。以下

　「運営規則」という。）第２条第２項に基づき、一般財団法人山口県教職員互助会（「以下「互助

　会」という。）退職互助部の運営に関して必要な事項を定めるものとする。

　　　第２章　会員

（定義）

第２条　この規程において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　（１）現職会員　　運営規則第２条第１項に規定する一般会員（以下「会員」という。）で、第５

　　　　　　　　　　条第１項及び第２項の規定により資格の取得をした者をいう。

　（２）特別会員　　現職会員が５５歳以上で退職し、かつ、第５条第３項に定める手続をした者を

　　　　　　　　　　いう。

　（３）配偶者会員　特別会員の配偶者（当該特別会員が現職会員であった期間中に共済組合の被扶

　　　　　　　　　　養者として既に認定されていた内縁関係者を含む。）で、第５条第４項に定め

　　　　　　　　　　る手続をした者をいう。

（構成）

第３条　退職互助部は、現職会員並びに特別会員及び配偶者会員（以下「退職会員」という。）をも

　って構成する。

（構成員の権利義務）

第４条　構成員の権利義務は、この規程で定めるものに限る。

（資格の取得等）

第５条　会員は満３５歳に達した日の属する年度の次の年度の４月１日から現職会員の資格を取得する。

２　当該年度の４月１日以後に会員となった者のうち、当該年度の４月１日に満３５歳以上である者

　は、会員となった日に現職会員の資格を取得する。

３　特別会員になる者は、第１７条に定める掛金を完納し、退職後２月以内に特別会員・配偶者会員

 資格取得届（退互第１号様式）を理事長に提出しなければならない。

４　配偶者会員になる者は、特別会員同様に第１７条の掛金を完納し、特別会員となる者の退職後２

　月以内に特別会員・配偶者会員資格取得届（退互第１号様式）に戸籍抄本（内縁関係の場合は、住

　民票等事実がわかる書類）を添えて理事長に提出しなければならない。

５　特別会員となる資格を有する者は、配偶者会員になることができないものとする。

（資格の喪失等）

第６条　第２条に定める会員が次の各号に掲げるいずれかに該当する場合は、資格を喪失する。

第 ６ 章

附 則

○ 一般財団法人山口県教職員互助会退職互助部規程

第 １ 章

第 ３ 章

第 ４ 章

第 ５ 章

第 ２ 章
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　（１）死亡したとき

　（２）現職会員が５５歳以上で退職し、脱退を希望したとき

　（３）現職会員が５５歳未満で退職したとき

　（４）現職会員が山口県教育委員会以外の部局へ異動したことにより会員の資格を喪失したとき

　（５）特別会員又は配偶者会員が退会を希望したとき

　　　　ただし、特別会員のみの退会はできないものとする。

　（６）配偶者会員が特別会員と離婚したとき

（会員期間の通算等）

第７条　前条第４号の該当者が希望するときは、脱退一時金の給付を受けず、再び現職会員の資格を

　取得したとき、前後の期間を通算して取り扱うことができる。

２　前項の規定により期間通算を希望するときは、すみやかに会員期間通算申出書（退互第２号様式）

　を理事長に提出しなければならない。

３　前項の申出をした者が、山口県教育委員会以外の部局で退職したときは、脱退一時金請求書（退

　互第４号様式）を理事長に提出しなければならない。

（台帳）

第８条　理事長は、会員ごとに台帳に備え、会員の資格の得喪、給付

　の状況、その他所要の事項を記載して整理しなければならない。

　　　第３章　事業

（事業）

第９条　退職互助部は、次の事業を行う。

　（１）療養補助金の給付

　（２）脱退一時金の給付

　（３）退会給付金の給付

　（４）埋葬料の給付

　（５）長寿祝品の贈呈

　（６）その他退職会員の福利厚生に関する事業

（療養補助金の給付）

第１０条　退職会員が、疾病又は傷病によって療養を受けたとき、満５５歳から満８５歳に達する日

　の前日までの間、療養補助金を支給する。

２　療養補助金の給付額は、医療費総額（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第１項に

　定める給付対象となる療養費総額（ただし、食事療養費の標準負担額を除く。））から医療保険各

　法による療養にかかる保険給付額及び法令の規定により国又は地方公共団体等が負担する療養費及

　び療養に関する給付を控除した額から、２，０００円を控除した額に１００分の８０を乗じて得た

　額（１００円未満の端数があるときはこれを切り捨てる。）とする。

３　療養補助金の給付を受けようとする者は、保険者等の証明のある療養補助金交付申請書（退互第

　３号様式）を理事長に提出しなければならない。

４　前項の規定にかかわらず、公立学校共済組合山口支部の任意継続組合員（被扶養者を含む。）で

　ある退職会員は、療養補助金交付申請書の提出は要しない。

（脱退一時金の給付）

第１１条　現職会員が、第６条第１号から第４号の規定により資格を喪失したときは、脱退一時金を

　支給する。

２　前項の脱退一時金の額は、当該現職会員の現職会員期間について、毎年度、当該年度における当

　該現職会員の３月分の給料月額（教職調整額等が支給されている場合は、その額を含む。以下同

　じ。）の１０００分の３に相当する額（円未満は切り捨てる。以下同じ。）に１２を乗じて得た額

　の合計額とする。ただし、年度の途中において資格を喪失した場合における当該年度の額は、当該

　現職会員の資格を喪失した日の属する月の当該現職会員の給料月額の１０００分の３に相当する額

　に当該年度の現職会員期間（月数）を乗じて得た額とする。
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３　脱退一時金の給付を受けようとする者は、脱退一時金請求書（退互第４号様式）を理事長に提出

　しなければならない。

（退会給付金の給付）

第１２条　退職会員が、第６条第５号の規定により資格を喪失したときは、退会給付金として、次の

　表の左欄に掲げる在会期間により、当該右欄に掲げる金額を支給する。ただし、在会期間が２０年

　を超える場合は、支給しない。

　１年以内

　２年以内

　３年以内

　４年以内

　２０年以内

２　退会を希望する者で、在会期間が２０年を超えていないときは退会給付金請求書（退互第５号様

　式）を、在会期間が２０年を超えているときは退会申出書（退互第６号様式）を、理事長に提出し

　なければならない。

３　配偶者会員が、第６条第６号の規定により資格を喪失したときは第１項に規定する退会給付金を

　支給せず、第５条第４項により完納した掛金額を支給する。ただし、既に療養補助金の給付を受け

　ているときは、当該給付額を差し引くものとする。

（埋葬料の給付）

第１３条　退職会員が死亡したときは、埋葬料として、次の表の左欄に掲げる在会期間により、当該

　右欄に掲げる金額を遺族に支給する。ただし、在会期間が４年を超える場合は、支給しない。

　１年以内

　２年以内

　３年以内

　４年以内

２　埋葬料の給付を受けようとする者は、埋葬料請求書（退互第７号様式）を理事長に提出しなけれ

　ばならない。

（長寿祝品の贈呈）

第１４条　退職会員が、次の表の中欄に掲げる年齢に達する年度に、長寿祝品を贈呈する。

　なお、祝品の額は当該右欄に掲げる金額とし、祝品の品目については、理事長が選定する。

　８８歳に達したとき

　９９歳に達したとき

（給付金の送金）

第１５条　規程第９条第１号から第４号までの給付は、次の表の左欄に掲げる給付種別ごとに当該中

　欄に掲げる受付締切日までに受け付けたものを、当該右欄に掲げる送金日までに、一般財団法人山

　口県教職員互助会財産管理規程（昭和４６年４月１日制定。以下「財産管理規程」という。）に定

　める指定金融機関を通じて送金するものとする。

 療養補助金

 脱退一時金、退会給付金、埋葬料

（事業の適用）

第１６条　退職会員が、再び会員の資格を取得した場合において、一般事業と退職互助部事業の事業

　内容に重複するものがあるときは、一般事業を適用するものとする。

祝の区分

40,000円

毎月１０日 毎月末日

翌月末日

60,000円

給付種別 受付締切日

毎月末日

白寿の祝

米寿の祝

20,000円

年齢

在会期間（請求書受付日基準） 金額

100,000円

60,000円

10,000円

40,000円

20,000円

金額

100,000円

在会期間（死亡日基準）

金額

20,000円

30,000円

送金日
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　　　第４章　掛金及び会計

（掛金）

第１７条　現職会員は資格を取得した日の属する月から３０年間（３６０月）、毎月掛金として、給

　料月額（教職調整額等が支給されている場合は、その額を含む。以下同じ。）の１０００分の３の

　額（円未満は切り捨てる。以下同じ。）を、給料支給日に互助会に納入しなければならない。

２　現職会員が掛金納入期間の中途で特別会員となるときは、次の表の区分に応じ、必要納入月数に

　達するまでの残余月数に、算出の基となる給料月額の１０００分の３を乗じた金額を一括納入しな

　ければならない。

３　第１項の規定にかかわらず、運営規則第１４条第２項に掲げる期間の掛金は免除されるものとす

　る。ただし、掛金の納入期間は、掛金の免除にかかわらず３０年間（３６０月）とする。

４　配偶者会員となるときは、前各項の規定により現職会員が特別会員になるための掛金総額の同額

　を一括納入しなければならない。

（会計）

第１８条　掛金及びその他の収入金は、財産管理規程に準じ、安全かつ効率的に運用しなければなら

　ない。

　　　第５章　運営委員会

（運営委員会）

第１９条　退職互助部の事業を円滑に行うため、運営委員会を設ける。

（運営委員会の構成及び委員）

第２０条　運営委員会は、次の委員で構成する。

　（１）常務理事の職にあるもの

　（２）特別会員の中から理事会の推せんにより、理事長が委嘱した委員若干名

２　前項第２号の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員を生じた場合におけ

　る補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（運営委員会の権限）

第２１条　運営委員会は、退職互助部の事業の企画及び実施について理事会の諮問に答え、意見を具

　申する。

　　　第６章　雑則

（請求権）

第２２条　退職互助部の給付は、第２条に定める者又は遺族の請求により行うことを原則とする。

２　前項の遺族の請求順位は、一般財団法人山口県教職員互助会給付規程（平成１５年４月１日制定。

　以下「給付規程」という。）第５条第２項に定めるところによる。

（請求権の発生と消滅）

第２３条　給付請求の権利は、その原因である事実が発生した日から生じ、満３年をもって消滅する。

 ６１歳以降

 退職の日の属する月の給料月額に
 ７０分の１００を乗じた額

 退職の日の属する月の給料月額

 退職の日の属する月の給料月額

区分
算出の基となる給料月額

 ５５歳から
 ６０歳まで

 ３６歳から６０歳
 までの間

 ６１歳から６５歳
 までの間

 ３６歳から６０歳
 までの間

 ６１歳から６５歳
 までの間

６０月

６０月

 退職の日の属する月の給料月額に
 １００分の７０を乗じた額

３００月

退職時年齢 算定期間

３００月

必要納入
月数
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（掛金及び給付の調整）

第２４条　理事長は、退職互助部の掛金及び給付の内容を３年に１回は検討を加え、その結果を理事

　会及び評議員会に報告するとともに、所要の調整をすることができるものとする。

（事業廃止のときの処置）

第２５条　将来、退職互助部の事業を廃止するときは、その日現在加入している現職会員及び退職会

　員の掛金納入額及びその果実並びに給付額等を勘案して、掛金を公平に払い戻さなければならない。

　ただし、類似の団体等に権利義務を継承することを前提に、理事会及び評議員会において理事及び

　評議員の現在数の４分の３以上の同意を得たときは、この限りでない。

（他の規約等の準用）

第２６条　この規程に別段の定めがある事項を除くほかは、すべてこの互助会の定款、運営規則及び

　給付規程の定めるところによる。

（その他）

第２７条　前各条に定めるもののほか、この規程の細則について必要な事項は、理事長が別に定める。

　　附　則

１　この規程は、令和５年４月１日から施行する。

２　一般財団法人山口県教職員互助会退職互助部規程（昭和４８年２月２７日制定。以下次項におい

　ては「旧規程」という。）、一般財団法人山口県教職員互助会退職互助部規程実施細則（昭和４８

　年３月２２日制定。）及び一般財団法人山口県教職員互助会退職互助部規程中理事会が定める事項

 （昭和４８年３月２２日制定。）は、令和５年３月３１日限り廃止する。

３　この規程は、施行日以後の退職者に適用し、同日前の退職者については、なお従前の例による。　　　　

４　この規程の施行日前において、現職会員となっていない３５歳以上の会員が、現職会員の資格取

　得を希望する場合は、退職互助部現職会員資格取得届（退互第８号様式）を理事長に提出しなけれ

　ばならない。

５　旧規程により会員期間通算申出をしている者の取扱いについては、なお従前の例による。

６　旧規程により特別会員となった者の配偶者として加入手続をした者（ 以下「 加入配偶者 」とい

　う。）には、特別会員となった日以後に、婚姻した者又は内縁関係となった者は含まないものとす

　る。ただし、当該加入配偶者が死亡し、若しくは当該特別会員と離婚した場合において、当該特別

　会員が再婚した配偶者については、この限りではない。

７　旧規程により特別会員となった者が死亡して加入配偶者が生存するときは、当該加入配偶者を遺

　族会員とする。

８　この規程は、現に旧規程により特別会員、加入配偶者及び遺族会員となっている者についても適

　用する。ただし、次の表の左欄に掲げる規定については、中欄に掲げる字句を右欄に掲げる字句に

　読み替えて適用するものとする。また、第１２条については適用しない。

 退職会員  特別会員、加入配偶者及び遺族会員

 ２，０００円を控除した額  特別会員については ２，０００円、

 加入配偶者及び遺族会員については

 ３，０００円を控除した額

 退職会員  特別会員

 １年以内 　１００,０００円  １年以内 　　７０,０００円

 ２年以内 　　６０,０００円  ２年以内 　　５０,０００円

 ３年以内 　　４０,０００円  ３年以内 　　３０,０００円

 ４年以内 　　２０,０００円  ４年以内 　　適用なし

 第１０条第２項

（埋葬料の給付）
 第１３条

読み替える規定

（療養補助金の給付）
 第１０条

読み替える字句読み替えられる字句

 満５５歳から満８５歳  満４５歳から満７５歳

（事業）
 第９条第６号

 退職会員  特別会員、加入配偶者及び遺族会員
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９　旧規程により特別会員となった者が満７５歳から満８５歳に達する日の前日までの間、疾病また

　は負傷により健康保険適用の医療機関に引き続き５日以上入院したときは、入院見舞金として１日

　につき１，０００円を支給する。ただし、支給対象日数は、同一年度につき１４日を限度とする。

　なお、入院見舞金の給付を受けようとする者は、入院見舞金請求書（退互第９号様式）を理事長に

　提出しなければならない。

 特別会員

（給付金の送金）
 第１５条

 療養補助金、入院見舞金 療養補助金

（長寿祝品の贈呈）
 第１４条

 退職会員
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